
都道府県医師会

担当理事殿

「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」第50条

の規定による個人情報の保護に関する法律の改正に係る改正政令、規則及

びガイドラインの公表について

今般、個人情報保護委員会より、デジタル社会の形成を図るための関係

法律の整備に関する法律(令和 3年法律第37号。以下「整備法」という。)

第50条の規定による個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。

以下「個人情報保護法」という。)の改正(以下「本改正」という)に関し

て、同法施行令を改正する政令が公布されるとともに、同法施行規則を改

正する規則及び民間部門ガイドラインを改正する告示が定められた旨情報

提供がございました。

本改正は、これまで民間部門における個人情報保護に関する法的規律と

は別に、独自の規律がおかれてきた公的部門の法的規律を見直し、個人情

報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法の3

本の法律を1本の法律に統合するとともに、地方公共団体の個人情報保護

制度についても統合後の法律において全国的な共通ルールを規定し、全体

の所管を個人情報保護委員会に一元化するというものです。

本改正では、個人情報保護に関する現行の3本の法律を1本の法律に統

合することの他、医療分野・学術分野の規制を統一するため、国公立の病

院、大学等には原則として民間の病院、大学等と同等の規律を適用するこ

と、学術研究に係る適用除外規定について、一律の適用除外ではなく、義

務ごとの例外規定として精緻化すること、個人情報の定義等を国・民間・

地方公共団体で統一するとともに、行政機関等での匿名加工情報の取扱い

に関する規律を明確化することなど、個人情報保護法制の大きな見直しが

行われております。

なお、本改正後の個人情報保護法及びこれに係る改正政令、規則及びガ

イドラインについては、施行期日を令和 4年4月1日とする旨の政令が公
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布されております。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきます

と共に、貴会管下医師会へのご周知方につきご高配賜りますようぉ願い申

し上げます。

なお、下記の委員会ホームページに詳細な資料が掲載されておりますの

で併せてご参照いただきますようよろしくぉ願い申し上げます。

【参考】

●個人情報保護委員会ホームヘ゜ージ

h如S://WWW. PPC. go.jPゆersonali11fo/mhlaoshv

●【別添1】概要資料

記

(上記ホームヘ゜ージ内に掲載されております。)

以上



【別添 1】個人情報保護制立見直しの全体像

①個人情報保護法、行政機関個人情報保護法、独立行政法人等個人情報保護法の3本の法律を1本の法律に統合するととも
に、地方公共団体の個人情報保護制,Pにっいても統合後の法律において全国,的な共通ルールを規定し、全体の所管を個人
情報保護委員会に一元化。

②医療分里予・学術分野の規制を統一するため、国公立の病院、大学等には原則として民間の一院、大学等と同等の規律を適用。

③学術研究分野を含めたGDPRの十分性認定への対応を目指し、学術研究に係る適用除外規定にっいて、一律の適用除外では
なく、義務ごとの例外規定として精緻化。

④^人情報の定、・.等を国・民間・地方で;'ーするとともに、行政機関等での匿名加工情報の取扱いに関する規律を明確化。

【現行】 【見直し後】
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<地方公共団体の個人情報保護制度に求められるもの>

社会全体のデジタjWヒに対応した「個人情報保護」と「データ流通」
の両立
※いわゆる「2000個問題」
①団体ごとの規定・運用の相違が、データ流通の支障となりうること
②条例がないなど、求められる保護水準を苗たさない団体があること
等への問題提起がなされている

個人情報保護に関する国際的な制度調和と我が国の成長戦略
ノ＼の^^

例)・EUにおけるGDPR (一般データ保護規則)十分性認定
・G20大阪首脳宣言におけるDFFr(信頼ある自由なデータ流通)

0共週レール化後
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「個人情報保護」と「データ流通」の両立に必要な
全国的な共通ルールを法律で三ル{

法'の的確な運を確保するため、玉が屶イドラ
ンを策定
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※医療・学術分野については、国の組織同様、民問規律を適用する。
※審議会等の役割は、個別事案に関する審議から、定型事例についての事前ルールの設定や、制度の在り方に関する調査審議に主な役割が移行。

その上で、法律の包内で、必白ノ.＼の虫自の

保護チ昔置をき午六→条例を個人情報保護委員会に届出

例)・「条例要配慮個人情報」として保護する情報を規定
・個人情報の適切な取扱いを確保するため、特に必要な場合
に限り審議会等からの意見聴取手続を規定
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趣旨
0 社会全体のデジタjレfヒ1こ対応した「個人情報保護」と「データ流通」の両立が要請される中、

・団体ごとの個人情報保護条例の規定・運用の相違力ぐデータ流通の支障となりうる

・求められる保護水準を苗たさない団体がある等の指摘。(いわゆる「2000個問題」)

0 独立した機関による監督等を求めるEUにおけるGDPR (一般データ保護規則D 十分性認定など国際的な」度調和とG20大阪首脳宣言に

おけるDFFr(イ言頼ある自由なデータ流通)など我が国の成長戦略への整合の要請。

0 こうした課題に対応するため、地方公共団体の個人情報保護制度にっいて、全国的な共週レールを法律で規定するとともに、

国がガイドライン等を示すことにより、地方公共団体の的確な運用を確保。

概要
①適用^
・地方公共団体の機関及び地方独立行政法人を対象とし、国と
同じ規律を適用

・病院、診療所及び大学には、民間部門と同じ規律を適用
※④、⑤、⑥に係る部分は除く

②定義^

・個人情報の定義にっいて、国・民間部門と同じ規律を適用
例:容易照合可能性、個人識別符号、要配慮個人情報等

3 個人報の扱い

・個人情報の取扱いにっいて、国と同じ規律を適用
例:保有の制限、安全管理措置、利用及び提供の制限等

4 人月 レ簿の・公

・個人情報ファイル簿の作成・公表にっいて、国と同じ規律を適用
※個人情報ファイル簿の作成等を行う個人情報ファイルの範囲は国と同様
(1,000人以上等)とする
※引き続き、個人情報取扱事務登録簿を作成することも可能とする

5 情の示訂正及び"停止の'求
・開示等の請求権や要件、手続は主要な部分を法律で規定

地方公共団体の個人情報保護制又の在り方(改正の概要)

6 匿 n工月の白」度の導入

・匿名加工情報の提供制度(定期的な提案募集)にっいて、国と同じ規律
を適用
※ただし、経過措置として、当分の間、都道府県及び指定都市にっいて適用することとし、
他の地方公共団体は任意で提案募集を実施することを可能とする

7 人情報保'一会と地方八体の関

・個人情報保護委員会は、地方公共団体における個人情報の取扱い等に関
し、国の行政機関に対する監視に準じた措置を行う

・地方公共団体は、個人情報の取扱いに関し、個人情報保護委員会に対
し、必要な情報の提供又は助言を求めること力句能

例:個人情報の提供を行う場合、匿名加工情報の作成を行う場合等

8 施一期日等

・施行期日は、公布から2年以内の政令で定める日とする
・地方公共団体は、法律の施行に必要な条例を制定例:手数料、処1鞠間等
・国は、個人情報の適正な取扱いを確保するため、地方公共団体の準備等

にっいて必要な助言仂イドライン等)を行う

※地方八共団ゞ条例でる独自の保"日置について

・1割こ必要な場合に限り、条例で、独自の保護措置を規定
・条例を定めたときは、その旨及びその内容を個人情報保護委員会に届出


